















1 　1975 年から 1994 年までの春闘と日経連
2 　1995 年から 2001 年までの春闘と日経連







る。本稿の主な課題は，1975 年から 2005 年までの春闘においてパターンセッターとなってきた金
属産業の労使の動向を踏まえ，日本経営者団体連盟（日経連）及びその後継組織である日本経済団
体連合会（日本経団連）の果たしてきた役割を，政治学的な観点から考察することにある。そうし









「「春闘」の意味と役割，今後の課題」『日本労働研究雑誌』№ 597，2010 年，84-87 頁，荻野登「春闘 60 年の軌跡



































（2）　ジョン・クランプ著，渡辺雅男・洪哉信訳『日経連』桜井書店，2006 年，第 6 章。ただし，日本の使用者団体
は個々の企業の賃金や労働条件の決定を拘束する権限を有してはない。使用者団体の歴史は，間宏『日本の使用者
団体と労使関係』日本労働協会，1981 年を参照。
（3）　岩佐卓也「生産性基準原理をめぐる攻防線」『歴史評論』2010 年 8 月号，61-72 頁。
























　以下，1975 年から 2005 年までを三つの時期に分けて段階的に論じる。




　次に，1995 年から 2001 年である。バブル崩壊，超円高により，鉄鋼業に代表される輸出産業が
苦境に立つ中で，多国籍企業化を進めたトヨタに代表される自動車産業が基軸的産業となった。
IMF-JC は従来の交渉パターンを続けようとしたが，トヨタの代表者に支えられた日経連は，企業
（5）　久米郁男『日本型労使関係の成功』有斐閣，1998 年，30-31 頁，52-54 頁，新川敏光『幻視の中の社会民主主

















　その後の時期を見れば，2002 年以来の 1％台での賃上げ率が，2013 年まで継続した。2014 年に
は，第二次安倍政権下での政労使合意により，ベアが復活することになった。なお，本稿で言及す
る賃上げ率は，厚生労働省「平成 29 年 民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況」に依拠している
（図 1）。

















出 典：厚生労働省 Web サイト「平成 29 年 民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況を公
表します」（http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000172823.html）第 2 表（民間主要企
業における春季賃上げ状況の推移）2017 年 12 月 22 日アクセス。
注 ：2003 年までの主要企業の集計対象は，原則として，東証又は大証 1 部上場企業のう
ち資本金 20 億円かつ従業員数 1,000 人以上の労働組合がある企業である（1979 年以前
は単純平均，1980 年以降は加重平均）。2004 年以降の集計対象は，原則として資本金






船・自動車・電機といった有力産業の代表者が参加した（9）。6 万 8 千部以上発行された報告書は，
企業役員，官僚，マスコミ関係者，組合幹部にも配布された（10）。日経連の桜田会長が，春闘の賃上
げは 22％に上ると予測した生産性本部のアンケート調査結果を批判する一方，日経連は，1975 年
3 月，金属四業種（鉄鋼，造船，電機，自動車）の大手 10 社の代表者の会合を開き，賃上げ相場
に影響力のあった鉄鋼企業は賃上げ自粛を促されたとされる（11）。参加した金属四業種の有力企業は

























（14）　金属労協 50 年史編纂プロジェクトチーム『金属労協 50 年史』全日本金属産業労働組合協議会（金属労協），
2015 年，49 頁。
（15）　この点について，宮田義二『組合主義に生きる』日本労働研究機構，2000 年，104-106 頁を参照。
（16）　荻野登，前掲論文，29 頁。宮田義二，前掲書，92 頁。稲山嘉寛『私の昭和鉄鋼史』東洋経済新報社，1986 年，
96-98 頁も参照。
（17）　経済整合性論について，新川敏光「1975 年春闘と経済危機管理」大嶽秀夫編著『日本政治の争点』三一書房，
1984 年，220-223 頁。千葉利雄『戦後賃金運動』日本労働研究機構，1998 年，272-273 頁を参照。






























要産業の労使意思疎通実態調査報告書』日本生産性本部生産性情報センター，2016 年，29 頁。また，IMF-JC は，



















　1990 年から 1994 年までの時期には，バブル経済の崩壊と円高の進展により，日本企業が苦境に


















結成時の 1964 年には 46 万 5,000 円であったのが，92 年には 512 万 8,000 円と，約 10 倍以上の所
















2　1995 年から 2001 年までの春闘と日経連























（32）　1990 年代後半から 2000 年代前半までの雇用調整の概要について，労働政策研究・研修機構『資料シリーズ№
2 「リストラ」と雇用調整』労働政策研究・研修機構，2005 年，2-4 頁，18-19 頁を参照。
（33）　このことは，1995 年以降，春闘に対する日経連の報告書作成にトヨタが毎年代表者を送っていることに表れ

























































た。1995 年から 2001 年までの時期は，賃上げを巡る労使の姿勢の齟齬が顕著になった時期であった。
　こうした労使双方の姿勢の齟齬は，2002 年以降，使用者側のイニシアティブで一定の決着が図
られることになる。
3　2002 年から 2005 年までの春闘と日経連・日本経団連












年 電機連合 自動車総連 鉄鋼労連 造船重機労連
2000 年要求 ベア 2,000 円 ベア 2,000 円中心
ベア 2000 年度 3,000 円
2001 年度 3,000 円
ベア 2,000 円
2000 年妥結 ベア　500 円 トヨタでベア 550 円など
ベア 2000 ～ 2001 年度
合計で 1,000 円
ベア　　0 円
2001 年要求 ベア 2,000 円 ベア 2,000 円中心 ― ベア 2,000 円
2001 年妥結 ベア　500 円 トヨタでベア 600 円など ― ベア　600 円
出典）金属労協 50 年史編纂プロジェクトチーム『金属労協 50 年史』全日本金属産業労働組合協議会（金属労協），
2015 年，426-427 頁，IMF-JC『2002 年闘争の推進』，98 頁，『日本経済新聞』2000 年 3 月 15 日付（夕刊），19 面，




































（47）　2001 年 10 月には日経連と連合により「雇用に関する社会合意推進宣言」が発表されていた。
（48）　『毎日新聞』2002 年 3 月 14 日付，3 面。
（49）　同上。
（50）　奥田会長の一連のコメントについて，『日経連タイムス』2621 号，1 頁を参照。


























































う姿勢に傾いていた」。さらに，「企業のコスト削減によって，1997 年から 07 年までに正規雇用が














めて変容したことを意味した（61）。そして，2002 年から 2005 年までの賃上げ率は 1％台で低迷した。
（58）　『毎日新聞』2007 年 3 月 15 日付，2 面。
（59）　IMF-JC『2006 年闘争の推進』，5 頁。
（60）　古賀伸明「賃上げの必要性　政府も気づき始めた」『週刊東洋経済』2008 年 3 月 29 日号，51 頁。



























　2005 年以降の時期について見るならば，2006 年から 2008 年にかけて賃金改善が行われたもの
の，リーマン・ショックと東日本大震災の影響もあり，2009 年から 2013 年までベアゼロ傾向が続
いた。賃上げという観点から見た場合，1％台での賃上げ率が続いた 2002 年から 2013 年までを一
定の連続性を持った時期として捉えることは可能であろう。2014 年には第二次安倍政権下での「経
済の好循環」に向けた政労使合意を背景にベアが復活した。これについて検討することは本稿の範
囲を越える。ただし，使用者側が企業の国際競争力強化を呼びかけ，賃金抑制・労働条件の切り下
げ・雇用の非正規化等を打ち出すことに対し，その妥当性について慎重で徹底的な検討が労組側に
求められることは確かである。
 （たかせ・ひさなお　安田女子大学心理学部助教）　
